
健康保険証としての利用申込で

のポイント
7,500円相当

公金受取口座登録で

のポイント
7,500円相当

財
政
課
☎
８
６
２・
９
９
３
８

歳出の科目

歳出 1,686億7,700万円

※単位:百万円、(   )内は構成比、単位未満を四捨五入

※単位:百万円、(   )内は構成比、単位未満を四捨五入

歳入 1,686億7,700万円

39.6％60.4％

総務費･･･選挙や戸籍、徴税、庁舎の維持管理など
消防費･･･生命・財産を守るための救急・消防など
商工費･･･商工業振興、観光振興など

農林水産業費･･･農業・水産業振興など
議会費･･･議員の報酬や議会運営に関係する経費
労働費･･･労働者の福祉向上や就労支援など

マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
の

申
込
は
お
済
み
で
す
か
!?

準備するもの最大20，000円
相当のポイントが
もらえます。 

申請はこちらから

マイナポイント公式サイト

チャージまたはお買い物で

＋

＋

のポイント
5,000円相当

内訳

固定資産税 27,212（16.1％）
市民税 21,091（12.5％）
市たばこ税 4,258（2.5％）
事業所税 1,078（0.7％）
軽自動車税 852（0.5％）
入湯税 17（0％）

消防費 3,304（2.0％）
商工費 1,374（0.8％）
農林水産業費 1,070（0.6％）
議会費 788（0.5％）
労働費 36（0.0％）
その他 244（0.1％）

内訳

令和５年度　予算総括表（企業会計を含む） 単位：千円

病院事業債管理特別会計
介護保険事業特別会計
国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計
土地区画整理事業特別会計
市街地再開発事業特別会計

水道事業
下水道事業

特
別
会
計

企
業
会
計

会　計　別 令和４年度当初予算 令和５年度当初予算 増　減　額 令和５年度
対前年度増減率（％）

令和４年度
対前年度増減率（％）

合 計 (一般会計・特別会計)

総 合 計

小 計

小 計

一  般  会  計 159,515,000
276,288

29,671,991
39,341,559
3,632,357
82,669
12,385
352,185

73,369,434
232,884,434
9,157,422
5,926,450
15,083,872
247,968,306

168,677,000
403,557

30,065,228
40,945,146
3,938,916
91,875
10,035
348,010

75,802,767
244,479,767
9,557,565
6,204,771
15,762,336
260,242,103

9,162,000
127,269
393,237
1,603,587
306,559
9,206

△ 2,350
△ 4,175
2,433,333
11,595,333
400,143
278,321
678,464

12,273,797

5.7
46.1
1.3
4.1
8.4
11.1

△ 19.0
△ 1.2
3.3
5.0
4.4
4.7
4.5
4.9

△ 0.9
28.5
1.3
2.7

△ 1.1
△ 10.2
△ 3.5
9.5
2.0
0.0
1.7
1.5
1.6
0.1

■令和５年度那覇市一般会計予算（款別）

市税
54,508
（32.3％）

その他 6,816（4.0％）

総務費10,407（6.2％）

民生費
89,131
（52.9％）

衛生費
19,279
（11.4％）

土木費
13,211
（7.8％）

教育費
17,267
（10.2％）

公債費
12,566（7.5％）

地方交付税
8,930（5.3％）

国庫支出金
45,525
（27.0％）

県支出金
18,797
（11.1％）

市債
18,039
（10.7％）

その他
22,878
（13.6％）

5 2023年（令和５年）5月
　
令
和
５
年
度
那
覇
市
の
一
般
会
計
の
予
算
は
、

前
年
度
比
91
億
６
２
０
０
万
円（
5.7
％
）増
の
１
６

８
６
億
７
７
０
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
入
に
つ
い
て
は
、市
税
に
お
い
て
、景
気
の

回
復
基
調
に
よ
り
個
人
市
民
税
が
約
９
億
円

（
5.9
％
）
増
、
軽
減
措
置
の
終
了
等
に
伴
い
固
定

資
産
税
が
約
14
億
円（
5.5
％
）増
、
市
税
全
体
と

し
て
は
、
約
29
億
円（
5.6
％
）の
増
額
と
な
る
約

５
４
５
億
円
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。ま
た
、
地
方

消
費
税
全
体
の
増
額
見
込
み
に
よ
り
地
方
消
費

税
交
付
金
は
約
６
億
円（
7.8
％
）増
、
沖
縄
振
興

特
別
推
進
交
付
金
等
に
よ
り
県
支
出
金
は
約
29

億
円（
18・８
％
）増
、
市
立
病
院
建
替
等
に
よ
り

市
債
は
約
41
億
円
（
30・０
％
）
の
増
額
を
見
込

む
一
方
、
コ
ロ
ナ
関
連
経
費
の
減
等
に
よ
り
国

庫
支
出
金
は
約
９
億
円（
2.0
％
）の
減
額
を
見
込

ん
で
い
ま
す
。

　
歳
出
に
つ
い
て
は
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
給

付
費
や
生
活
保
護
費
な
ど
社
会
保
障
費
の
増
に

よ
り
民
生
費
が
約
22
億
円（
2.6
％
）、
市
立
病
院
の

建
替
な
ど
で
衛
生
費
が
約
66
億
円
（
52・５
％
）、

学
校
屋
内
運
動
場
建
設
な
ど
で
教
育
費
が
約
26

億
円（
18
％
）増
加
す
る
一
方
、
新
真
和
志
支
所
複

合
施
設
建
設
用
地
購
入
の
終
了
に
よ
る
事
業
費

減
な
ど
に
よ
り
総
務
費
が
約
19
億
円
（
15・６
％
）

減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。

主
な
取
り
組
み
と
し
て
は
、
物
価
高
騰
へ
の

対
応
と
し
て
、
学
校
給
食
費
高
騰
分
の
公
費
負

担
支
援
を
行
う
ほ
か
、
こ
ど
も
政
策
分
野
で
は

出
産
・
子
育
て
世
帯
応
援
の
た
め
の
相
談
支
援

及
び
給
付
金
支
給
な
ど
を
行
い
ま
す
。ま
た
、
経

済
分
野
で
は
泊
漁
港
や
第
一
牧
志
公
設
市
場
の

再
整
備
な
ど
、
デ
ジ
タ
ル
化
に
向
け
て
は
産
業

Ｄ
Ｘ
促
進
支
援
な
ど
を
行
う
ほ
か
、
公
共
施
設

等
の
整
備
と
し
て
、
道
路
の
雑
草
対
策
や
奥
武

山
体
育
施
設
の
整
備
な
ど
に
つ
い
て
も
予
算
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
上
下
水
道
事
業
の
企

業
会
計
を
あ
わ
せ
た
総
括
予
算
は
２
６
０
２
億
４

２
１
０
万
３
千
円
で
前
年
度
比
１
２
２
億
７
３
７

９
万
７
千
円（
4.9
％
）の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

令
和
５
年
２
月
末
ま
で
に

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
申
請
を
し
た
人

ご
自
身
や
ご
家
族
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

や
パ
ソ
コ
ン
か
ら
申
込
み
が
可
能
で
す
。

市
役
所
1F
の
マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
支
援
窓

口
や
携
帯
シ
ョ
ッ
プ
、コ
ン
ビ
ニ
に
あ
る

専
用
端
末
か
ら
も
申
込
み
可
能
で
す
。

【
問
合
せ
先
】

マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
に
関
す
る
こ
と

　

↓
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
総
合
フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル（
無
料
）

　

０
１
２
０-

９
５-

０
１
７
８

（
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
に
従
い「
５
番
」を
選
択
し
て
く
だ
さ
い
。）

マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
の
手
続
き
支
援（
市
役
所
内
）に
関
す
る
こ
と

　

↓
那
覇
市
役
所
内
マ
イ
ナ
ポ
イ
ン
ト
支
援
窓
口

　

０
９
８-

９
１
７-

０
４
１
６

①マイナンバーカード③キャッシュレス決済
サービス（決済サー
ビスID/セキュリティ
コード）

④本人名義の口座番
号が分かるもの

②４桁の暗証番号

予
算

住民税非課税世帯など
への支援給付金について
国の新たな物価高騰対策となる、
住民税非課税世帯等に対する
3万円の給付金については、
詳細が決まり次第、
市ホームページ等で
お知らせします。

問福祉政策課
☎ 862-9002

民生費

児童福祉や社会福祉、
生活保護など

衛生費

ごみ収集・処理や公
衆衛生、保健衛生など

教育費

学校教育、社会教育
など

土木費

道路・公園・市営住宅
の整備や維持管理など

公債費

国や金融機関から借り
入れた市債の返済金

は
な
し

の

［対象］

自主財源

財源別構成比

依存財源

ト


